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研究要旨 

 本研究では、日本の母子手帳に対する研究と同時に、海外に広まった母子手帳をも課題対象とすることに

より、母子手帳という日本発の画期的な媒体が果たす役割をグローバルな視点を加味して再評価する。令

和 3 年度は、「国内実態調査」（保護者に対する利活用調査、保健医療者へのインタビュー調査）、「歴

史分析」（国内文献調査と海外システマティックレビュー調査）、「海外実態調査」（国際ウェビナーの開

催）、「デジタル分析」（デジタル母子手帳に関する調査準備）、「多様性分析」（母子健康手帳サブブ

ックに関する文献調査、低出生体重児に関する事例収集）を実施した。 

海外システマティックレビュー調査において、2,643 名の女性を含む 7 件のランダム化比較試験（RCT）

論文が含まれた。介入群の女性は、妊婦健診（6回以上）を受診する確率が高く、出産時に医療従事者による

介助を受ける割合が高かった。早期母乳育児の実践は、介入群の方が有意に多かった。また、介入群の方が、

妊婦健診時の妊婦の自律性、医療従事者とのより良いコミュニケーション、家族からの支援がより高い結果

となった。 

母子健康手帳の利活用に関する保護者を対象とした調査において、母子手帳は子どものものであると認識

する人が多く、一番役に立った内容と場面は予防接種の記録であった。スマホでの閲覧や記録を改訂版に

要望する人が 50％以上であり、ページ検索性や、父親の関与の促しの工夫の要望があった。母子保健専門

職によるフォーカスグループインタビューでは、妊娠経過の確認や出産後も継続できる記録などを、情報

収集ツールとして活用していた。今後の母子手帳のあり方への要望は、電子化とのハイブリッド、QR コ

ードの掲載などの工夫、父親の育児参加の促しの工夫の意見があげられた。 

利用者は、母子手帳は子どものものという認識のもと、世代間で保存され、妊娠期から幼児期までの健

康記録として十分利活用されていた。1999 年調査との比較から、使いにくいと感じる割合、読まない割合

が増えており、またスマホの活用の要望が半数以上にあり、紙媒体から電子化への流れがみられた。専門

職は、母子手帳を母子保健サービスの効果的なツールとみなしていた一方、今後の在り方として、多様化

への対応、災害時対応が挙げられ、電子化とのハイブリッドを期待していた。 

地域の実情やニーズに応じた新しい時代にふさわしい母子手帳を創造することが求められている。 

 

 
Ａ．研究目的  
 

日本の母子健康手帳（以下、母子手帳）は、

戦後日本の母子保健水準の向上に大きく寄与し

たといわれ、近年国際的に高い評価を受けてい

る（Nakamura 2019）。2018 年には世界医師

会は母子健帳の開発と普及に関する声明を採択

し、世界保健機関（WHO）は母子の家庭用記録

に関するガイドラインを出版した。 

  本研究では、日本の母子手帳に対する研究

と同時に、海外に広まった母子手帳をも課題対

象とすることにより、母子手帳という日本発の

画期的な媒体が果たす役割をグローバルな視点

を加味して再評価する。 

1948 年に母と子の健康記録を１冊にまとめ、

それを家庭で保管するという母子手帳を開発し

た日本の先駆性に敬意を表し、日本における母

子手帳の効果や利点について文献レビューを行

う。藤本眞一ら（2001）の大規模な母子手帳の

利用状況調査や中村安秀（2011）のこども未来

財団報告書などがあげられる。一方、海外で母

子手帳が開発普及する機会が増えるにつれ、対

象群を設定した母子手帳の介入研究が可能にな

り、インドネシア、モンゴル（Mori 2015）、ケ

ニア（Kawakatsu 2015）などにおいて科学的

エビデンスが集積してきた。 

 母子手帳は基本的な母子保健情報の集積、切
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れ目のない支援のためのツール、母親の知識と

行動変容の惹起、親と子のこころの絆の強化な

ど様々な側面を持つ。分野横断的な統合を行う

ことにより、子どもや母親にとって有効な提言

を行うことができる。また、母子手帳を最初に

開発した日本からの発信として、WHO やユニ

セフなどの国際機関をはじめとする世界の母子

手帳関係者に対してグローバルな視点からの提

言を行う。 
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Ｂ．研究方法  
 

令和 3 年度は、「国内実態調査」（保護者に

対する利活用調査、保健医療者へのインタビュ

ー調査）、「歴史分析」（国内文献調査と海外シ

ステマティック・レビュー調査）、「海外実態調

査」（国際ウェビナーの開催）、「デジタル分

析」（デジタル母子手帳に関する調査準備）、

「多様性分析」（母子健康手帳サブブックに関

する文献調査、低出生体重児に関する事例収集）

を実施した。 
 
Ｃ．研究結果  
 

 本研究は、グローバルな視点を加味したもので

あり、新型コロナウイルス感染症による世界的な

外出制限や国境遮断の影響を直接に受けた。ウィ

ズ・コロナ時期の研究推進戦略として、①海外出

張やフィールド調査は困難、②対面状況を介する

質問紙調査やインタビュー調査は困難であったが、

③基礎的な先行文献・データ収集は可能、④オン

ラインを駆使したデジタル調査は可能であると即

断し、大幅な戦略変更を行った。 

 オンラインによる研究班全体会議を３回（2021

年 4 月 7 日、11 月 1 日、2022 年 1 月 28 日）実施

した。 

「国内実態調査」では、乳幼児健診の保護者を対

象とした母子手帳の利活用に関する調査を実施し

た。また利用者である住民支援を行う、保健師や

助産師の専門職を対象とした母子手帳の利活用に

関するインタビュ―調査を実施した。母子健康手帳

の利活用に関する保護者を対象とした調査におい

て、母子手帳は子どものものであると認識する人

が多く、一番役に立った内容と場面は予防接種の

記録であった。スマホでの閲覧や記録を改訂版に

要望する人が 50％以上であり、ページ検索性や、

父親の関与の促しの工夫の要望があった。母子保

健専門職によるフォーカスグループインタビュー

では、妊娠経過の確認や出産後も継続できる記録

などを、情報収集ツールとして活用していた。今

後の母子手帳のあり方への要望は、電子化とのハ

イブリッド、QR コードの掲載などの工夫、父親の

育児参加の促しの工夫の意見があげられた。 

 「歴史分析」班では、英語論文で執筆されている

母子健康手帳の効果に関するシステマティックレ

ビューの実施と、日本において母子手帳の果たし

た役割や効果を明らかにするための文献レビュー

を行った。システマティックレビューにおいては、

2,643 名の女性を含む 7 件のランダム化比較試験

（RCT）論文が含まれた。介入群の女性は、妊婦

健診（6 回以上）を受診する確率が高く、出産時に

医療従事者による介助を受ける割合が高かった。

早期母乳育児の実践は、介入群の方が有意に多か
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った。また、介入群の方が、妊婦健診時の妊婦の

自律性、医療従事者とのより良いコミュニケーシ

ョン、家族からの支援がより高い結果となった。

国内文献レビューにおいて、 5 分類からなる 73

文献が抽出された。分類の内容としては、母子手

帳の有用性が 20 文献、母子手帳の利用は 5 文献、

母子手帳の課題は 4 文献、母子手帳活用の発展は 7

文献、母子手帳記載情報の研究データ利用は 37 文

献であった。 

「多様性分析」低出生体重児に対するリトルベビ

ー・ハンドブックを配布している自治体に対する

インタビューを行い情報を収集した。「海外実態調

査」母子手帳国際オンライン会議を４回開催し、

海外国別母子手帳実態調査の準備を実施した。「デ

ジタル分析」デジタル母子手帳の定義を考察し、

デジタル母子手帳の実施者に対するヒアリングオ

ンラインによるインタビュー調査票を確定した。

各研究班の活動の進展に従い、「横断的統合研究」

班が助言を行った。 
 
 
Ｄ．考察 
 

 母子健康手帳の利用者は、母子手帳は子どもの

ものという認識のもと、世代間で保存され、妊娠

期から幼児期までの健康記録として十分利活用さ

れていた。1999 年調査との比較から、使いにくい

と感じる割合、読まない割合が増えており、また

スマホの活用の要望が半数以上にあり、紙媒体か

ら電子化への流れがみられた。専門職は、母子手

帳を母子保健サービスの効果的なツールとみなし

ていた一方、今後の在り方として、多様化への対

応、災害時対応が挙げられ、電子化とのハイブリ

ッドを期待していた。 

母子手帳は日本において、これまで多くの母子、

医療関係者、行政関係者、研究者に利用され、有

用であることが示された。一方、多胎児や社会的

養護児童を養育する際には、個別のニーズに沿っ

た情報や母子手帳が手元にないことで利益が得ら

れないことが課題であった。また、自然災害など

で紛失するリスクもあることから、クラウド化・

電子化することの必要性も指摘されている。多く

の市民が、PHR（パーソナルヘルスレコード）の

整備を望んでいることからも、母子手帳の電子化

について、今後検討する必要性が示唆された。 

 
Ｅ．結論 
 

 母子手帳が世界に広がる過程のなかで、日本も

大きな学びの機会を得た。私たちのほうこそ、70

年以上も母子手帳を使い続けてきたために、あま

りにも当たり前のものと見なしてしまい、そのす

ばらしい価値を忘れかけていたのかもしれない。 

思えば、途上国だった戦後日本が世界最高水準の

乳幼児死亡率や平均余命を誇るようになった背景

には、優れたシステムを編み出した先人たちの努

力があった。一方、日本の母子手帳を取り入れた

国や地域では、デジタル情報との連携を強め、紙

媒体とスマートフォンが連動した先駆的な取り組

みが始まっている。 

 1948 年に母子手帳が発行されてから、昭和、平

成、令和と３つの時代が過ぎた。いま少子化の時

代に、子どもを産み育てようと決意してくれた家

庭に届く行政からの最初の贈り物が、母子手帳で

ある。地方分権の時代だからこそ、地域で母子手

帳を創ることができる。子どもたちや保護者や行

政とともに、地域の実情やニーズに応じた新しい

時代にふさわしい母子手帳を創造していくことは、

未来を担う子どもたちへの最高の贈りものになる

に違いない。 

期待される成果として、まず、子ども、母親、

家族に還元されるべきである。現行の紙ベース

の母子手帳だけでなく、電子的サービスや母子

手帳アプリなどの形で、利用者への成果の還元

が期待される。とくに、低出生体重児や障害児

をもつ親にとっては、平均的な発達や成長の記

録が中心となる従来の母子手帳に疎外感をもつ

場合も少なくない。デジタル母子手帳などの工

夫により、障害のある親子に対しても「だれひ

とり取り残さない」形の母子手帳を提供できる

ことが期待される。 

 次に、行政的効果として、2022 年に予定され

ている母子手帳の改定を視野に入れたエビデン

スの提供が期待される。社会経済状況の進展と

ともに母子手帳が果たす役割は変化してきた。

グローバルな視点から量的調査と質的調査を組

み合わせることにより、令和の時代にふさわし

い母子手帳の姿を提言できる。 
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